
固体資産の減損会計は会計ビッグバンの一環で国際会計基準に合わすのが目的と理解して

いますが以下の点で疑問を感じます。 

１．会計の原（本）則 

 会計の原則は本来的には取得原価主義であると思いますし、時価は参考（付帯）情報で

あるべきです。会社の売買、清算価値を算出する場合は必要ですが継続企業の経営成績を

表すのに果たして適切であろうか？企業の必死の経営努力が一瞬の相場の下落で吹き飛ん

でしまうことになりかねません。これが正当な評価尺度でしょうか？ 

２．対象企業 

 もし、国際化の波に抗しきれず一歩譲ったとしても、その対象は一定のレベル以上（グ

ローバル企業）で良いと思います。昔の特定銘柄のようにグローバル銘柄の区分をしたら

如何か？ましてや、未公開の閉鎖会社は対象外で良いと思います。 

３．税法との関連 

 減損会計による評価損を会計上、計上するならば税務上も当然損金として認めるべきで

ある。銀行の不良債権に対する貸倒引当金についても同様ですが全額、損金に計上して、

直ちに税収に反映させるべきである。これは期間を定めた「平成の特政令」でも良い。そ

うすれば政治家も官僚も今のような無責任なことは言っておれず財政支出削減に本腰が入

るでしょう。 

 

 いずれにしましても、一旦決めた期日を先延ばしすることは良いことではありませんが、

土地、株の値段が 3 分の１以下になっている今、杓子定規に導入することは日本経済の自

殺行為になると言っても過言ではないと思います。 

 

以上 
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